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放送業界に係るプラットフォームの在り方に関するタスクフォース（第４回） 

議事要旨 
 

 

１ 日時 

令和５年７月２５日（火）10時00分～11時30分 

 

２ 場所 

総務省内会議室及びWEB 

 

３ 出席者 

（１）構成員 

内山主査、大谷構成員、落合構成員、クロサカ構成員、坂本構成員、仙北構成員、 

長田構成員、松下構成員、三友構成員 

 

（２）オブザーバー 

日本放送協会、（一社）日本民間放送連盟 

 

（３）総務省 

竹内総務審議官、小笠原情報流通行政局長、山碕大臣官房審議官、 

金澤情報流通行政局総務課長、飯倉同局放送政策課長、山口同局放送技術課長、 

佐伯同局地上放送課長、飯嶋同局衛星・地域放送課長、飯村同局情報通信作品振興課長、 

岸同局国際放送推進室長、後白同局放送政策課企画官、細野同局放送政策課外資規制審査官、 

金子同局地域放送推進室長、平野同局地域放送推進室技術企画官、 

向井同局情報通信作品振興課放送コンテンツ海外流通推進室長 

 

４ 議事要旨 

（１）ヒアリング 

事務局から、資料４－１に基づき、一般社団法人全日本テレビ番組製作社連盟（ＡＴＰ）の意見

の代読が行われた。また、同意見に対して、ＮＨＫから以下のとおり回答があった。 

【日本放送協会 前田経営企画局長】 

 これまでのタスクフォースでも御説明させていただいておりますが、改めて、番組制作会社は公
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共放送を共に支えるパートナーであり、その役割は新しい衛星２波でも変わりません。その上で、

来年度からの衛星放送の外部制作比率につきましては、新ＢＳ２Ｋ・新ＢＳ４Ｋそれぞれの役割や

特性を踏まえて、２波それぞれに努力目標を設定すること、対象の取引は番組制作会社が単独もし

くはＮＨＫと共同で著作権を持つ番組として、番組制作会社の権利確保に資することをお示しさせ

ていただきました。この方針につきまして、本日の御説明で、ＡＴＰから御理解をいただいたと受

け止めております。その上で、ＡＴＰの質問に対して、お答えできる範囲で考え方をお示しさせて

いただきます。再編後の衛星２波のうち、新ＢＳ２Ｋは、ニュースや国際情報、スポーツなどの編成

割合が高く、年間を通して機動的な編成が必要となります。さらに、大規模災害が発生した際には、

長期間にわたって災害報道を放送し続けることが想定されます。外部制作比率の努力目標を設定す

るに当たりましては、ニュースや緊急報道、災害報道など、新ＢＳ２Ｋの役割に影響が出ないよう

に精査した上で、番組制作会社の制作の機会や権利が適切に確保できるように取り組んでまいりま

す。 

 ＡＴＰの質問にありました再放送についての考え方を御説明させていただきます。前回のタスク

フォースで資料としてお示しさせていただきました「放送番組の制作に関する番組制作会社との取

引基準」にも記載しておりますが、番組制作会社にお支払いする委託費には、制作費用に加え、一定

回数の再放送を行う対価があらかじめ含まれております。さらに、一定回数を超えた場合は、番組

制作会社に当初の委託費とは別に対価をお支払いすると定めております。こうした取扱いを行って

いることを踏まえて、再放送については時間数の対象としております。ＢＳプレミアムの減波によ

り、民放では少ない教養・教育・ドキュメンタリージャンルの番組減少が懸念されるという御意見

もございましたが、こうしたジャンルは、私どもも衛星放送の強みと捉えております。新しい衛星

２波でもできる限り展開し、視聴者の意向を踏まえてベストミックスを検討してまいります。 

 ＮＨＫとしましては、多様なスキルや専門性を持つ多くの番組制作会社と協力し、公共放送とし

て制作すべき、質が高く、社会的に価値のある番組を制作・放送することにより、衛星放送の多様性

を確保し、コンテンツ産業の育成につなげていきたいと考えております。新しい衛星２波でも、番

組制作会社とＮＨＫは放送・通信融合の時代にふさわしいパートナーシップを結び、引き続き視聴

者に貢献してまいります。 

 

（２）質疑応答① 

各構成員から、以下のとおり質疑応答が行われた。 

【落合構成員】 

 質問というより意見になってしまいますが、私のほうから１点申し上げたいと思います。 
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 前回のタスクフォースでも議論がされる中で、ＡＴＰからさらに御意見もいただき、ＮＨＫから

も一定の検討を進めていただいて、本日、コメントをいただいたということで、それぞれ議論を進

めていただいていることに感謝を申し上げたいと思います。 

 その上で、ＮＨＫのほうも、ＡＴＰのほうにできる限り前向きにお答えしようということで、本

日も含めて御説明をいただいているところだと思います。また、ＮＨＫのほうでも、実際の災害時

の編成など、幾つか要因を挙げていただいて、なかなか数字を出すことが難しいような場面もあり

得るのではというお話もいただいていて、あまり硬直的に進め過ぎると難しい部分については、民

放の方々も含めて、例えば自主制作比率をどうするかという話はあまり書き過ぎるのは難しいので

はという議論を行ったこともありますので、そこは理解できる部分もあるとは思います。 

 今回、ＡＴＰから示された要望事項が改めて幾つかある中で、対象取引ごとの内訳、類型ごとの

放送時間の割合を公開していくことや、地上波も含めた外部制作比率に目標設定をしていくこと、

制作会社に著作権があるような外部制作委託に関する総制作費の開示といった点についても、改め

てＮＨＫに、中期経営計画、その他の資料で設定・開示をできる範囲で御検討いただけないかと思

っておりました。ぜひこの点についてはＮＨＫにおいて御検討いただければと思います。 

 

【大谷構成員】 

 私もコメントの形になります。今回、ＡＴＰからの意見書を拝見いたしますと、これからも制作

機会につながる制作比率をお約束いただきたいという趣旨が伝わってきますけれども、ＮＨＫの御

回答も決して後ろ向きではない御回答をいただいたと思っております。 

 また、前回のタスクフォースで、ＢＳ２波でそれぞれに特性に応じた比率を調整することを確約

していただいていると思いますので、私が前回もコメントさせていただいたように、番組制作者と

しても納得できるような具体的な数値を挙げていただくことはやはり必要ではないかと思います。

そのときに、複数の指標を使うということも検討の余地があるのではないかと思っております。例

えば、今、４０％という期待値が出ていますけれども、これまでの外部制作比率の算定方法を用い

た場合の比率が例えば４０％になるような仕方でのお約束をいただき、逆に、再放送の時間などを

分子から除いて、今後、新たな制作機会につながる指標としては少なくともこの程度というような、

つまり４０％よりはかなり低い数値になるかもしれませんが、具体的に制作機会の付与にどのぐら

いつながったのかということが分かる指標も別途持つということも考え方の一つではないかと思っ

ております。そういうことも含めて、できるだけ具体的な数値をもって目標設定ができるよう調整

を進めていっていただければと思っております。 
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【長田構成員】 

 ＮＨＫの御説明で、再放送について一定回数を超えた場合は、番組制作会社に当初の委託費とは

別に対価をお支払いするということでしたが、その一定の回数というのは、決まった数字があるの

か教えていただければと思います。 

 

【日本放送協会 前田経営企画局長】 

 前回お配りした資料にもございますが、一定の回数というのは２年間で６回までです。 

 

【内山主査】 

 それでは、あまり座長が言う話でもないのかもしれませんが、座長のほうからいくつか投げかけ

ておきたいと思います。 

 今日の資料４－１、１ページ目の真ん中辺り、ちょうど２５％という数字から１８％までという

数字がある行のところになりますけれども、２０２１年はコロナ禍中ですので、何か特異な事例が

あるという気もしないでもないですが、それよりも一番気になったのは、２５％に対して、２枚目

の３ポツの中で、２００９年～１１年にかけては、ＮＨＫさん自身は目標として４０％という数字

を出されていて、ただ、やってみると、２０１８、１９、２０辺りは大体２５％前後ぐらいのところ

で、実態はそこにあったということになろうかと思います。つまり、目標と実態に大きな乖離があ

って、今回、ＡＴＰさんは、初心に戻れということで、４０％という数字を改めて出されてきたとい

うことになろうかと思います。これは多分、双方で少し御検討といいますか、一応御確認をお願い

したいのは、目標と実態がなぜここまでかけ離れて２０１０年代は進んでいたのかという点です。

いろんな双方の理屈はあろうかと思います。ＮＨＫ側の理屈、あるいは受けるＡＴＰ側の理屈、そ

れぞれあろうかと思いますので、その実態の確認をお願いしておきたいというのが、まず１点目の

質問といいますか、依頼事項になります。 

 その上で、もちろんあくまでＡＴＰの希望とすれば、今度はＢＳ１波ではなくてＢＳ２波に対し

て平均値４０％ずつの目標を定めてほしいということで、これは言わば倍増の要求をされるという

ことになってきますので、これをいきなり来年、あるいは再来年からとなると、これはまたＮＨＫ

が非常に難しい立ち位置になろうかと思います。先ほど申し上げた点を含めて、この４０％という

数字の妥当性、それから、仮に枠がかかるところをＢＳ１波からＢＳ２波に広げると仮定した場合

に、どれぐらいの移行期間をもって広げていくのかといったことも、恐らく双方御検討いただかな

ければいけないことかなと考えますので、その辺りのフィージビリティー、実際に実現可能かどう

かといったところはお考えいただきたいと思いました。 
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 それから、確かに２５％から４０％で結構大きな飛躍の数字なので、実際どうやって埋めるかと

いう思いはあります。かねてからＡＴＰは、この２５％という数字を、いろんな場面で主張されて

きているので、非常に印象深く残っています。そのときのレファレンスが、イギリスの放送法の法

規に基づいて、向こうでは２５％のレギュレーションがあるからということはおっしゃいます。イ

ギリスでは、もう過去形になってしまいましたが、その２５％ルールに基づいて、ＢＢＣではさら

にWindows of Creative Competition、ＷｏＣＣという形でプラス２５％の競争枠というのをつくり

ました。つまり、２５％の外出しの部分、それから２５％の外の制作会社とＢＢＣの中の競争枠、そ

れから残りの５０％のＢＢＣの枠、そういう枠をつくっていた時代というのがありました。そのよ

うな考え方を例えば移行期間中に取ることは可能かどうかといったことも、１つ質問事項として挙

げさせていただきたいと思います。 

 それから、ＡＴＰの主張の中にもありましたし、また、大谷先生からの主張の中にもありました、

単純に放送時間換算２５％から４０％というのは、それはそれで非常に分かりやすい目標数値では

ありますが、そうではなく、多次元指標というのはあり得るかどうか、例えば新ＢＳ４Ｋのほうに

ウエートをかけてというふうになってくると、おのずとＮＨＫ側からすればコストのかかる話にな

っていくでしょうし、結果的に数量的な部分が落ちるというような可能性も出てきます。逆に新Ｂ

Ｓ２Ｋのほうに重きをかけていくと、２Ｋ、フルＨＤでの制作になりますから、４Ｋよりはコスト

が下がるでしょうから、その意味では数量的には満たせるかもしれないけれども、質的な観点では

果たして望ましいかといったところもあろうかと思います。要は、量と質、特に質をちゃんと担保

しながら量的目標を達成するような目標マップみたいなものを考える必然性はないだろうかという

のも、両者の意見を伺っていて思ったところでございました。 

 ということで、一応そんなことを両者に一応投げかけておきますので、まずは両者のところでい

い塩梅といいますか、実際、実現可能なところということを模索していただきたいと思いますし、

それを一種の回答としていただければなと思った次第でございます。 

 

【坂本構成員】 

 今、内山主査の御意見を聞いて改めて思ったことを述べさせていただきます。私も消費者トラブ

ルの指標をどうするかとか研究したりしているのですが、指標によって客観的に情報を把握する、

その内容を開示するというのはとても重要だと思います。ただ、指標というのは、本当に単純化す

れば、必ず限界というのがありますので、あまり複雑になるのはよくないのですが、幾つかの候補

を示して、その算出方法を透明に示しておくということをぜひしていただきたいと思います。１ペ

ージ目の一番下のところに、分子となる対象番組から時間数を対象外とすべきというのがあるので
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すが、分母からも除かなきゃいけないのではないかとか、少し思うところはあります。いずれにせ

よ、こういう算出方法の場合はこうだというのを複数出して、透明に算出方法を開示してほしいと

いうのがコメントです。 

 またこれはやっぱりアウトプットの指標なので、やはりアウトカムの指標、こういうふうに外部

比率を保ったことで上げたところで、視聴者にとってそれがどうだったのかのような、ここを捉え

るのは非常に難しいと思うのですが、やはり視聴者にとってのメリットを捉える指標というのも幾

つか候補を考えて、その兼ね合いを検討するということも、難しいとは思いますが、、そういうこと

もしていただく必要があるのではないかと感じました。このアウトプットの指標として何か考えら

れていること、今把握しているものがもしあれば、教えていただきたいと思います。 

 

【日本放送協会 前田経営企画局長】 

 数値の目標は、今、精査をしているところで、おっしゃるとおり、クリアで分かりやすい指標を心

がけなければいけないと考えております。 

 坂本構成員から御質問ありました質の指標、アウトカムは、11の指標について、調査に基づいた

「質的指標」を出しておりまして、これは四半期業務報告としてホームページでも公開しておりま

す。そこで波ごとの質の指標、質の評価も公開しています。 

 また類型や内訳といったところも、引き続き検討していきたいと思っております。 

 

【クロサカ構成員】 

 私からは、少し抽象的というか、俯瞰的な意見になります。先ほど座長からもお話があったとこ

ろとも関係がありますが、ＡＴＰからの意見３の項目、次期の経営計画に向けて検討いただきたい

要望事項の中で、次期の経営計画でも制作会社が著作権を持つ番組だけを対象とした下限値として

云々という旨、ＡＴＰから要望としてあったかと思います。ここもそうですし、最初の１ページ目

の真ん中もそうですが、この考え方は、基本的に私もＡＴＰの希望というのはよく理解できるとこ

ろである一方で、この著作権やライツの在り方そのものについては、よりＮＨＫにも御協力をいた

だきながら、ＡＴＰもさらに理解を深め、セカンドアウトレットといいますか、二次利用以降が非

常に使用しやすい、使いやすい著作権やライツの在り方ということをぜひ検討いただけないかと思

っております。もちろん、衛星放送に特化した話であることは理解しておりますが、せっかくお金

を使って良い番組を作っていただくということをぜひその後の展開に生かしていただけるように、

ここは単にライツの保有だけの話をするのではなく、より応用可能性の高いライツの在り方を検討

いただけないかと感じたところでございます。 
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【内山主査】 

 ありがとうございました。私、コンテンツＷＧのほうで全く同じことを言っておりました。もち

ろん、せっかくライツを持たれても塩漬けにならないようにしていただきたいというのは本当に思

いとしてはございますので、ぜひそういう方向でまたお考えいただきたいと思います。 

 

【松下構成員】 

 今のクロサカ構成員と内容も近しいコメントですが、追加で申し上げます。１ページ目のこの２

５％という割合が著作権を保有している番組の割合という理解でおりますが、こちらを３ポツ目で

著作権を持つ番組だけを対象にした下限値として４０％という要望をいただいていて、かなりなビ

ッグジャンプに思えております。果たしてそれがビジネスの観点・フィージビリティーという観点

で、どこまで折り合いが可能なのかというところが、単純にかなりのビッグジャンプなので非常に

危惧をしております。その下の４番目の付則要望の箇所で、そのビッグジャンプである４０％とい

うところを仮に担保したとしても、外部制作に係る総制作費が削減されてはとなっておりますが、

この総制作費の開示の要望に関しては、現状どのようにお考えになられているのかということをお

伺いです。このビッグジャンプが可能かどうかということと、その中での総制作費の水準に関して

のお考えというのを、もし可能であればお聞かせいただければと思います。 

 

【日本放送協会 前田経営企画局長】 

 努力目標としての数値目標とは別に、ライツを取得する、二次展開をしやすいような形というと

ころは、私どもも重要だと思っておりますので、外部制作事業者の方がそのライツを行使しやすい

やり方ということは、私どもも一緒に考えていくことかと思っております。 

 それから、総制作費に関しましては、制作費が先にあるという考え方よりは、まず多様なスキル

や専門性を持つ多くの番組制作会社に発表の場をきちんと提供して、公共放送として制作すべき質

が高くて社会的に価値のある番組を制作・放送するということが第一と考えております。その上で、

衛星放送の多様性を確保して、コンテンツ産業の育成につながるということを考えております。 

 それから、番組の個別の制作費につきましては、開示はしておりませんので、そこは御理解いた

だきたいと思います。 

 

【内山主査】 

 もう１点だけ、ＡＴＰに対する質問を置かせてください。頂いた資料４－１の１.の最初のほうの
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ポツで、類型ごとの情報開示をしてほしいという御要望がありました。別にこれ自体、全く反対は

しないのですが、この細分化したデータをどうされたいのかという質問でございます。つまり、細

かい情報を得るということはそれなりに何か意図があると思いますので、その意図は何でしょうか

という点でございます。 

 

（３）論点整理 

 事務局から、資料４－２に基づき、説明が行われた。 

 

（４）意見交換 

  各構成員から、以下のとおり意見交換が行われた。 

【松下構成員】 

 先ほどの御質問の意図に関して、言葉足らずで誤解を与えてしまいましたので、今回の論点にも

係るところかと思いますので補足をさせていただければと思います。総制作費について開示が難し

いという認識は私もございます。私が申し上げたかったのが、数値として、ビジネス上、かなり負担

を伴うと考えられるビッグジャンプがＡＴＰから求められている中で、坂本構成員からもコンテン

ツの品質の管理に関する指標などの御質問がありましたけれども、やはり視聴者側の立場で高品質

なコンテンツ制作を期待する観点から、総制作費についてもＮＨＫで維持・拡大の姿勢を示してい

ただければと存じましたというところで、前田局長からの御回答でその御姿勢が十分理解できまし

たので、先ほどの言葉が足りなかった点をおわびするとともに、お礼申し上げたいと思います。 

 本検討の目的としては、視聴者に多様かつ高品質な番組をお届けするというところが第一義のも

のとしてあると存じますので、それを最大限実現できる努力目標数値について折り合いをつけてい

ただければ幸いです。 

 

【クロサカ構成員】 

 まず、１つ目として、国際放送、国際発信の項目について、少しコメントさせていただければと思

います。前回第３回で、インターネット配信の強化、広告収入の可能性、あとは番組制作の競争性を

どのように確保していくのかということ、あるいは交付金を含めた財源の透明性であるとか、こう

いうところについて様々、私も発言させていただきましたし、多くの意見がタスクフォースで展開

されたと考えております。これらは、いずれも重要な意見だったのではないかと改めて感じており

まして、この整理を拝見していても思いまして、海外に住まれている外国人あるいは在外邦人の方々、

つまり国際放送を見る方々ですね、このような方々の視聴環境の拡大であるとか、あるいは放送コ
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ンテンツを拡充するという観点の議論がさらに必要であろうと。課題の特定であるとか課題解決に

ついて、恐らく今回のタスクフォースはある一定の筋道であるとか方向性をつけているところでは

あるかと思いますが、正直、さらに課題があるのではないかと。より具体化していくべきではない

かと感じております。そのため、今後、このタスクフォースがどのような形に展開していくのかは

分かりませんが、引き続きここについては検討を進めて、具体化していただくことが重要ではない

かと考えております。 

 正直申し上げて、一視聴者としても、私、海外出張が割と多いので、海外に出て、最近、旅費は高

いのですが、いいホテルに泊まると日本の放送が見られる訳ですけれども、もっと面白いものを見

たいなという気持ちは正直あるところはありますので、これは在外で住まれていらっしゃる方等も

同じだと思いますし、海外の方も同じだと思いますので、もっとできることがたくさんあるだろう

と一視聴者としても感じておりますので、ぜひ御検討いただければと思います。 

 

【三友構成員】 

 並行して公共ワーキンググループ、あるいは親会のほうでもいろいろな検討が進んでおりますの

で、そちらのほうの動きも考慮しながらここでの議論を進めていただいているということに感謝し

ております。全体を拝見して、特に違和感があるわけではございませんが、２つ、できれば少し強調

していただければと思うことがございます。 

 １つは、どうしてもこういう議論をしていると、産業内のバランス、あるいは権利、あるいは変化

への抵抗や拒否など、そういったところに目が行きがちです。もちろん産業内の問題は重要ですが、

それだけではなく、今何が求められているかというと、やはりネット系メディアに対する対抗だと

思います。今の放送に突きつけられている最大の試練はそこにあるのではないかと思います。です

ので、中を見てしまうとバランスを考えがちですが、今ここにある外からのプレッシャー、脅威に

目が向けば、もう少し協力あるいは協調といった方向に目が向くのではないかと思います。例えば、

最初の中継局の共同利用もそうなのですが、これももちろん重要なことでありまして、協議の場を

持つということについては非常にすばらしいことだと思います。ただ、それは、ローカル局の費用

負担軽減というよりは、やはり日本の放送産業そのものの価値を維持することがやはり重要なので

あって、特定の放送局を救うがための手段ではないと思います。もちろんそういう側面もあるのは

分かっておりますが、政策の大義として、やはりもう少し前向きな目標観を持つとよろしいかなと

思います。 

 それともう一つの視点は、視聴者という視点がやはりあるべきだろうと思います。これはプラッ

トフォームに関するタスクフォースでありますけれども、プラットフォームというのは、片側に供
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給がいて、もう片側にそれを需要する側がいるわけでありまして、相互に影響しあっています。し

かし、ここでの議論ではどうしてもプラットフォーム上の供給プレーヤーである事業者のほうに目

が行きがちです。しかし、市場のもう一方には視聴者がいるわけでありまして、その視聴者にいか

にリーチしていくためにはどうしたらいいかという視点もぜひどこかに含めて議論をしていただけ

ればと思います。特に検討項目のインターネットの配信、衛星放送あるいは国際配信といったとこ

ろがまさにそれに当たるかと思います。視聴者にどのようにリーチしていくかという観点を、ぜひ

どこかに入れていただけるとありがたいと思いました。 

 

【大谷構成員】 

 まとめていただいた論点、基本的にこういう形ではないかと思っています。このタスクフォース

が終了した後で、具体的に次にどんな動きを進めていけば、このタスクフォースに意味があったと

言うことができるのかと考えていきますと、やはりこれまで浮き彫りになってきた課題を引き続き

検討する場を設けていくことが必要になってくるのではないかと思っております。 

 特にインターネット配信の推進ということで、ローカル局の放送番組を埋もれさせずに、ネット

で視聴できるような環境をつくる上で、ＮＨＫに期待するところは引き続き私にとっては大きいも

のがあります。他方で、民放各社からはいろいろ御意見をいただいていて、共通プラットフォーム

の実現可能性については疑問視する声が多いであるとか、あるいはビジネスモデルが十分に見えて

いないという御意見もいただいているところですが、どのようなビジネスモデルであれば実現可能

なのか。特に民放を支えている広告収入が減少する局面において、それを突破できる新たなビジネ

スモデルを共通のプラットフォームの上で実現するにはどのような課題があるかということをもう

少しきめ細かく出して、その課題ごとに対策を考えていく場をつくっていかなければいけないので

はないかと思っております。 

 引き続き親会や公共放送ワーキンググループでの検討が続くとは思いますけれども、視聴者のニ

ーズ、それから民放の、特にローカル局の可能なビジネスモデルを現実的に考える場を、ＮＨＫも

交えた形で実現させることが必要だと思っております。その中でヒントになっているのが、ローカ

ル局からもプレゼンテーションをいただいている中で、例えば、神奈川テレビからは、プラットフ

ォームを一つに集約して競争力を高める必要があるというご意見をいただいております。そこで、

具体的に例示されているのはＴＶｅｒ等ですけれども、それに限らずほかの選択肢もあるのであれ

ば検討することが必要です。そして、それを基に放送エリアを越えた発信ができるようにし、それ

に伴って、県内での視聴も拡大させるためのビジネスモデルがおありだと思います。それぞれの放

送区域によって事情は様々だと思いますので、それぞれの特性を一度にまとめて考えることは難し
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いかもしれないですが、本気で考えたいと思っているテレビ局、ローカル局がありましたら、そこ

を素材として実証的な検討を進める場を設けていくことも望まれるのではないかと思います。 

 私自身の中では、これを具体的どのような検討の場が望ましいのかということについて具体策が

あるわけではありませんが、皆さんにぜひお知恵を出していただき、そのような場をつくり、実証

実験が必要であれば予算化して、少しでも前進させていただければと思っております。 

 

【落合構成員】 

 私からも何点かコメントさせていただきたいと思います。 

 まず１点目が、検討項目①の中継局の共同利用です。今回はある程度テーマを絞って短期集中で

ということでの議論であるかと思います。これまで全体として、放送制度に関する検討を行うに当

たって、大谷構成員も先ほどおっしゃられていましたが、ローカル局、特に民放の経営の選択肢を

確保することによって持続可能性を確保し、ローカル局の適切な情報発信が行われ続けられるよう

になり、最終的に視聴者に有用な情報が届く形になるので、公益性を満たすような情報や文化の醸

成等につながるという流れで議論してきていたと思っております。その中で特に中継局にフォーカ

スが当たっておりますが、今回の議論ではないと思いますが、今後さらにそのほかにも協力できる

ような項目、何らかのハード面などでＮＨＫと民放が協力してできるようなことがあれば、また考

えていく機会もあってもいいのではないかと思います。ただ、今回は取りまとめのタイミングがあ

ると思いますので、中継局ということだと思いますが、ぜひ今後、そういった他の事項も課題に含

めていただける機会があるといいのではないかと思いました。 

 ２点目が、検討項目③のインターネット配信についてです。インターネット配信を行っていくこ

とについて協力していくことは大変重要ではないかと思います。この検討を行っていくに当たって、

通信のサービスが増えてきて、三友構成員がおっしゃられていたネットメディアもそうだと思いま

すし、個人による発信も含めて情報の拡散ということが、伝統的メディア以外からもかなり情報が

出てきている状況になってきていると思います。その中でどういう形で国民、視聴者が情報に接す

る機会をつくっていけるかが大事だと思っております。プラットフォームについて議論している部

分もあると思いますが、どういう形でコンテンツ自体を作っていけばいいのか、よい形で視聴者に

リーチしていけるのはどういう方法なのかも重要ではないかと思います。インターネット配信に当

たって、どちらかというとコンテンツワーキングなどで議論されていた話かもしれませんが、こう

いった点を民放の中でも力を合わせる可能性はあるのか、総務省も支援できる可能性はあるのかと

いう話もしていたと思いますが、ＮＨＫの方々にも協力していただける可能性があるのかも大事で

はないかと思います。 
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 加えて、インターネット配信についてもう１点ございますのが、ＮＨＫがプラットフォームを持

たれる中で、一方でＮＨＫにはプレーヤーとしての位置づけも存在することになるかと思います。

そうしたときに、民放の方の発信にも協力していくという場合に、一定の利益相反やプラットフォ

ーム運営者側としての利用者に対する関係性といった立場を整理して、優越的になり過ぎないよう

な形で、どういう形で運営ができるようにするのかは、実際にＮＨＫのプラットフォームを使って

いくに当たって、民放の方々の信頼を得て使っていけるようにするためにも重要ではないかと思い

ます。そういった点も含めて、具体化に当たっては御検討いただければと思いました。 

 最後、国際発信の点でまとめている内容も賛同したいと思いますが、１つ、私も広告収入を得る

可能性については公共放送ワーキンググループでもコメントさせていただいておりまして、三友構

成員の発言を引用されているところも含めて、何か御検討の可能性を考えていただければと思って

おります。公共放送ワーキングでもコメントさせていただきましたが、二元体制の維持を考えたと

きに、広告料を取ること自体はあり得ることだと思いますが、コンテンツを制作するときにＮＨＫ

が向かっている方向、行動原理が民放と同じになってしまいますと２元体制を敷いている意味合い

が失われるのではないか、ということになってくるかと思います。その点では、広告料を取ったと

して、ＮＨＫの行動原理を変えないような形で、その広告料を原資とした何らかの民放への協力活

動であったり、民放への分配だったり、そういう使途を考えられるかを慎重に設計していくことが

重要であろうと思っております。 

 

【仙北構成員】 

 私ども国民生活センターは独立行政法人で、公共性という点でＮＨＫと似た性質を持つ組織でご

ざいます。その観点から、番組制作の在り方について意見・要望というか、感想めいたことですが申

し上げたいと思います。 

 第１回の会合でも申し上げたのですが、ＮＨＫの方々が様々な番組制作会社と連携を深めて、コ

ンテンツの質を高めるということが期待されています。これは、私どもの立場から言えば、視聴者

すなわち、広く生活者に対して有意義な情報提供をすることにつながっていきますので、ぜひとも

進めていただきたいと思っております。 

 その意味で先ほどのヒアリング、ないしは意見交換のところに戻りますが、「番組制作会社が著作

権を持つ番組」を外部制作比率の新たな努力目標にしようとする御提案は非常によいと思います。

番組制作会社との会話を進めて、公共放送として、よりよい番組づくりに取り組んでいただきたい

と思っております。 

 それから、本タスクフォースですが、ＮＨＫの日本の放送業界への貢献は、公共放送としての一
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つの役割であり、議論の重要な視点として横串になっていると思うのですが、ＮＨＫには番組制作

者との関係においても、主導的、先導的な役割を果たしていただきたいと考えております。ＮＨＫ

の先進的な取組が業界全体によい影響を与えていけるということであれば、広く消費者、生活者に、

よりよく安全に暮らすための正確で有意義な情報を提供する放送の役割、放送の存在感を増すこと

に繋がり、昨今言われている放送・テレビ離れというようなことも解消していけるような動きにな

ればよいと考えております。 

 

【松下構成員】 

 これまでの議論をきれいにまとめていただいて、ありがとうございました。 

 私の中で一番強調したいところが、視聴者や社会環境の変化の観点からすると、インターネット

配信の共通プラットフォームに関しては、課題感としては、私としては大分重いものだと思ってお

ります。本当に消費者がネットに移行していく中で、言葉は悪いのですが、民放のプラットフォー

ム、ＮＨＫのプラットフォームも戦っていかなければいけないのが、そこを生業でやっていらっし

ゃる有料配信のプラットフォームになります。「戦う」という言葉もあれですけれども、それこそ皆

さんがテレビを見ないでYouTubeに行ってしまう、テレビを見ないで有料動画配信に行ってしまうと

いう中で、より魅力的なコンテンツを分かりやすく紹介いただく場として、共通プラットフォーム

の整備が喫緊の課題かというところで、そこは再三議論で出ていて様々な課題があるということも

御指摘はいただいているのですけれども、それぞれのものを同じ基準で一定のものにマージしてし

まうというのは難しいと思いますので、テレビのチャンネルを合わせるように、その場所に行った

ら消費者の方々が御自身の希望に応じて好きなチャンネルを選べる、好きなサブ・プラットフォー

ムを選べるところから緩くつながり、そして、推奨の重要性に関してネットフリックスのプレゼン

テーションもありましたので、相互推奨があるとか、番組間の連携をたどってより興味の深掘りが

できるとか、そのような緩やかなつながりを持って、日本のテレビのコンテンツをネットの中で魅

力的に見せていくような取組をぜひ急ぎ進めていただければということを、過去の議論を読み返し

ながら改めて思いました次第でございます。 

 

【坂本構成員】 

 地方に住んでいる者として感じることを申し上げたいと思います。 

 大変高齢化も進んでいるということと、地方は人口が減っていて、海外の方の定住は難しいとし

ても、交流人口を増やさければいけないというのが大きな課題であります。私も地方の国立大学で

すけれども、常に海外の人、特にアフリカ地域の学校教員などがうちの大学に研修にいらっしゃっ
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て、今後もそういう方を増やしていこうみたいな予定もあります。そういう方に日本の放送が届い

たらいいなと感じる次第です。インターネット配信の共通プラットフォームですが、今は本当に、

学生さんたちもYouTubeで本当にカジュアルな情報ばかり見ている感じなのですが、やはりカジュア

ルな情報との差別化を図るということを放送ではしていくのが大事なのではないかと思います。 

 そこで多様性に対応したプラットフォーム、多言語の対応がもっと簡単に、いろいろな言語でで

きるみたいなこと、文字放送みたいなことや、多様な方が簡単に見られるようなプラットフォーム

を準備していただくということが、少し大変かもしれないですが、もしかしたらニーズがあるので

はないかと思います。それがとてもシンプルな操作で、高齢の方や海外の方だと複雑な操作は大変

ですので、簡単で、でも誰もがよい情報に触れられるような役割を、放送の皆さんの共通プラット

フォームで準備していただくというのが、公共的な役割として重要なのかと感じている次第です。 

 

【クロサカ構成員】 

 ２点ございます。中継局の件でございますが、まずこれは皆さんの総意に近いと思いますが、や

はり議論を急ぐべきではないかと考えております。これは民放連も議論することはやぶさかではな

いとおっしゃっていただいておりますし、既に様々な検討があちこちで始まっている状況ではあろ

うかと思いますが、できるだけ競争法の観点を配慮しながらではありつつも、一元化できる議論の

場所を早急に設けていただく必要があるのではないかと思っております。 

 私もコンサルティング的なアプローチと申し上げましたが、ブロードバンド代替をやっていても、

本当にもう県単位と以前申し上げましたが、県の中のさらに細かいところでこのような設備が実際

に展開されているわけで、細やかな検討が必要だと思っています。実際、地方局の皆様と今向かい

合っていても、あちこちから「クロサカは全然実態を知らないな」とお叱りをいただきながら検討

を進めているところですが、場所によってかなり複雑な個別事情があると伺っておりますので、こ

のような詳細把握を進めながら、十分な対応をしていただくということがここでは重要ではないか

と。つまり、急いで丁寧にという若干矛盾する２つのことではあるのですが、これを進めなければ

いけないということを、ＮＨＫや民放だけではなく、総務省も一体となって検討いただく必要があ

ると思っています。 

 ２つ目に、インターネット配信についてなのですが、これも多くの構成員から急ぐようにと、で

きるだけユーザー目線でという御意見があったかと思いますが、ここで私が非常に重要だと思って

いるのは、放送と通信をうまくブリッジしていくことを一つ大きな目標にする必要があるだろうと。

つまり、放送が社会の中で持っている良さをインターネット配信でも適正に生かしながら活用して

いくことが必要だろうと思っています。親会で以前、トータルなリーチという議論が広告会社の方々



 -15- 

から指摘されていましたが、まさしくその両方を、両輪で走らせていく時代になるが故に、インタ

ーネット配信は単にやりましょうというだけではなく、より大きな枠組みを作っていく必要がある

と考えています。その際にデータを明確な規律の下で適正に利用できることが通信の特性でもあり

ますし、様々な放送側の課題でもありますので、この宿題を解いていていくことが喫緊の課題の一

つであろうと。 

 もう一つは、放送由来のコンテンツは、それでも非常に信頼できるものであると。なぜならば、や

はりコンテンツを作るのにお金をかける、きちんとチェックもしているものであるということを踏

まえて、これが放送に出ていくときに、より従来よりも意味のある、価値があるものなのだという

こと、つまり信頼できる、トラストの観点で、このようなインターネット配信の議論をさらに進め

ていく必要があるのではないかと感じております。 

 

【長田構成員】 

 皆さんの御意見を伺っていて思ったのですが、今、クロサカ構成員もおっしゃっていましたけれ

ども、どのような地域に住んでいるか、どのようなテレビの見方をしているかで受け止め方が、視

聴者の中にもいろいろあると思いますけれども、何が通信で届く番組で、何が放送波で届く番組の

区別かということを、受け手でもうそこまで区別していないような気もしています。大分前、過去

に放送と通信の融合という話をしていた頃には、見逃し配信だけでもネットでやってもらえれば、

またテレビに戻っていくだろうという話をその頃私どももしていましたが、もうそのような時代で

はなくなってきているということは感じています。 

 だからこそ、どう変わろうとしていくのか、我々は何を守っていかなければいけないのかという

のは、もう少し国民全体での議論の中で同時に進めていかないといけないのではないかという気は

します。いろいろな受け手側の考え方もあると思いますけれども、だからこそ早い段階で、もっと

より幅広く関心を持ってもらうという工夫も大切かと思いました。 

 

【内山主査】 

 今日時点での振り返りをしておきますと、まず検討項目①に関しては、先ほどのクロサカ構成員

の御発言もそうですが、ＢｔｏＢでその地域ごとに細かい事情も含めた検討を即座に始めるべきと

いうこと、もうそこに尽きるかと思います。 

 それから、検討項目②の衛星放送の番組制作ということで、今日はＡＴＰからの御要望もあって、

次回、質問回答も含めて継続検討になっていますという状況でございます。 

 検討項目④の衛星放送、これも一つ考えなければいけないことは、Ｂ－ＳＡＴ、Ｊ－ＳＡＴ、両方
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とも衛星、当然物理的なものですからやがて寿命が来ます。その寿命が来るところで双方を更新し

なければいけないという問題にはなってきますが、ここで今後を考えたときに、それぞれ独立に更

新していくことが望ましいかどうかということにも尽きるように思われます。 

 それから、検討項目⑤の国際発信に関しては、前回のタスクフォースにおいて、一応、主査提案と

して、このタスクフォース終了後にも継続検討はいかがでしょうかという形で御提案させていただ

きました。今日のところでも、実際にいろいろな課題があるということの確認、あるいは追加意見

も出されたかと思います。振り返って考えてみれば、ＮＨＫもこれまで全く国際発信していないわ

けではなくて、いろいろなことをなさってきて、まさしく経験値をお持ちになっていると思います。

その点においては一度、恐らくこれまでやってきた国際発信の振り返りも含めて検討しなければい

けないだろうと思いますので、短い期間のタスクフォースの中でなかなか明確に結論は出てこない

のかもしれません。 

 検討項目③のインターネット配信について、先ほど三友構成員の御発言にもありましたけれども、

対ネットメディア、ネット空間上で既存の放送事業者、あるいはマスコミの皆さんはどう活躍して

いきますかということが問われていますし、それから、同時に視聴者目線も問われているだろうと

いうことがあろうかと思います。これもあくまで一般論として申し上げますけれども、短期的な合

理性と長期的な合理性が一致しないケースというのは多々あろうかと思います。我々、総務省の場

を借りて、こういった国民の皆さんが傍聴可能な場において議論する以上は、どちらかといえば長

期的な合理性を考えてということになろうかと思います。 

 場合によっては、短期的な不合理を乗り越えてということも時には出てくる可能性もあろうかと

思います。特別に何か具体をイメージして言っているわけではないですが、一般論として、そうし

た短期の合理性と長期の合理性が同じベクトルにないということは往々にあろうかと思います。あ

くまで長期的な目線を持って、どうやって既存の放送産業が新しいメディアになっていくかという

ことの検討として、その主たるプレーヤーとしてＮＨＫと民放を取り上げる場とお考えいただけれ

ばと思います。 

 そういう意味で、検討項目③あたりはジレンマに陥りやすい項目かとは思いますが、あまりそこ

で動かないということは、逆に放送以外のプレーヤーの参入を許すことにもなるでしょうし、何か

をやるという姿勢をある程度見せながら進めざるを得ない面もあろうかと考えるところではござい

ます。 

 ただ、まだ取りまとめではございませんので、この先、最終回に向けて、また取りまとめに対して

いろいろ考えていきたいと思うところでございます。 
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（７）閉会 

事務局から、伝達事項の連絡があった。 

 

（以上） 


